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は　　　し　　　が　　　き

昨今の中小企業をめぐる労働環境は、高度化・多様化するニーズや技術に対応した人材の

育成をはじめ、高齢者の活用、パートタイム労働者、派遣労働者などの雇用形態の多様化、

確定拠出型年金制度の導入等ますます厳しさを増しております。

このような中、本会では、県下中小企業の労働事情について、その実態を把握し、適正な

中小企業労働対策の樹立並びに適宜を得た中央会労働指導方針の策定に資することを目的

に、政府指定事業の一環として、県内１，３００事業所を対象に「中小企業労働事情実態調

査」を実施いたしました。

本年度は、経営状況、従業員の労働時間、新規学卒者の雇用、賃金改定等の時系列調査項

目に加え、教育訓練、派遣労働者、定年・雇用延長、労働関係助成金制度の活用についても

調査を行いました。

この報告書が、県内中小企業の労働事情の実態把握と今後の対応に役立てば幸いに存じま

す。

最後に、本調査の実施にあたりまして、格別のご協力を頂いた関係組合、調査対象事業所

の皆様には厚くお礼申し上げるとともに、今後とも一層のご協力を賜りますようお願い申し

上げます。

平成１３年１月

岐阜県中小企業団体中央会
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調　　　査　　　要　　　領

１．調査目的

この調査は、岐阜県における中小企業の労働事情を的確に把握し、適正な中小企業

労働対策の樹立並びに適宜を得た中央会労働指導方針の策定に資することを目的とす

る。

２．調査機関

岐阜県中小企業団体中央会

３．調査時点

平成１２年７月１日現在

４．調査方法

事業協同組合等の組織を通じ調査票を配布し、その回答を求めた。

５．調査対象

岐阜県中小企業団体中央会会員組合の所属企業の中から次の業種に属するもので、

中小企業の範囲を超えない企業を選定した。

＊製造業                                             ＊非製造業

食料品製造業 化学工業 　運輸業

繊維・同製品製造業 金属・同製品製造業 　建設業

木材・木製品製造業 機械器具製造業 　卸売業

出版・印刷・同関連産業 その他の製造業 　小売業

窯業・土石製品製造業 　サービス業

６．調査票の回収

区　　　　　分 計 製造業 非製造業

調 査 票 発 送 数         

回収数（内有効数）

有 効 回 答 回 収 率         

１，３００

６２６

（５９５）

４５．８％

７８０

３５１

（３３４）

４２．８％

５２０

２７５

（２６１）

５０．２％

注：調査結果の概要でいう「全産業」「製造業」「非製造業」は、全て県内の事業所のこ　

　 とである。
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調　査　結　果　の　概　要

１．回答事業所・従業員について

（１）回答事業所数

        回答事業所数を規模別に見る

　　　と、全産業では「１０～２９人

　　　」の事業所が３４．６％と最も

　　　多くの回答を得ており、「１～

　　　９人」の事業所が３３．６％、

　　 「３０～９９人」の事業所が

　　　２５．９％と、９９人以下の事

　　　業所が９割以上を占めている。

        業種別に見ると、製造業では「１～９人」「１０～２９人」の事業所から最も多く

　　　の回答を得ておりともに３０．４％、次いで「３０～９９人」の事業所が２９．８％

　　　の順であり、非製造業では「１０～２９人」の事業所から３９．８％と最も多くの回

　　　答を得ており、次いで「１～９人」の事業所が３７．５％、「３０～９９人」の事業

　　　所が２１．２％の順である。

（２）常用労働者数

        調査対象事業所の常用労働者数

　　　は、全産業１８，１７８人のうち

　　　、男性が１３，１９２人(72.6%)、

　　　女性が４，９８６人(27.4%)で、

　　　男女比は７：３程度で昨年同様の

　　　割合である。

        全国計で見ても、総数７６９，６７７人のうち、男性５５３，３４２人(71.9%)、女

　　　性２１６，３３５人(28.1%)で、男女比は７：３で全産業での結果と同様の結果が見ら

　　　れる。

        常用労働者数の男女比を業種別に見ると、製造業では総数１２，１１８人のうち、

　　　男性８，４４７人(69.7%)、女性３，６７１人(30.3%)、非製造業では総数６，０６０

回 答 事 業 所 数

30.4

37.5

34.6

30.4

39.8

25.9

29.8

21.2

9.5

1.5

33.6 5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業

非製造業

　

１～９人 １０～２９人 ３０～９９人 １００～３００人

常用労働者数（男女比）

72.6

69.7

78.3

71.9

27.4

30.3

21.7

28.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

全国

男  性 女  性
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　　　人のうち、男性４，７４５人(78.3%)、女性１，３１５人(21.7%)で、非製造業のほう

　　　が８ポイント程度男女比の男子の割合が高い。

（３）年齢別常用労働者数

        年齢別に常用労働者

　　　数を見ると、全産業で

　　　は「４５～５４歳」が

　　　最も高い割合を占め２

　　　３．８％、次いで「２

　　　５～３４歳」が２２．

　　　５％、「３５～４４

　　　歳」が１８．５％、「２４歳以下」が１４．６％の順である。

　　　　全国と比較すると、全国より全産業のほうが、３４歳以下の割合で３．２ポイント

　　　高く、３５～５９歳までの割合で４．１ポイント低い。

        規模別に見ると、常用労働者数の少ない事業所では、３４歳以下の占める割合が低

　　　く、５５歳以上の占める割合が高くなっており、常用労働者数が多くなるほど３４歳

　　　以下の占める割合が高く、５５歳以上の占める割合が低くなっている。

（４）パートタイム労働者比率

        パートタイム労働者と常用労働者との比率を見ると、全産業では「０％（雇用して

　　　いない）」との回答が５０．１％と最も多く、次いで「１０％未満」(18.3%)、「１０

　　　～２０％未満」(11.3%)、「２０～３０％未満」「３０～５０％未満」(ともに7.9%)

　　　の順で、事業所におけるパートタイム労働者の占める割合が高くなるほど全産業にお

　　　いて占める割合が低くなっている。

        規模別にパートタイム労働者と常用労働者との比率を見ると、１００～３００人の

　　　事業所では「１０％未満」が４５．７％と最も高い割合を占めているが、そのほかは

　　　全産業での結果と同様の結果となっており、「０％（雇用していない）」が最も高い

　　　割合を占めている。また、パートタイム労働者の平均人数を見ると、規模が大きくな

　　　るほどパートタイム労働者の雇用人数は少なくなっている。

        業種別にパートタイム労働者の平均人数を見ると、「小売業」が２１．８９人と　

年齢別常用労働者数

14.6

11.6

7.9

11.1

15.4

17.1

22.5

22.3

16.6

20.1

21.9

26.7

18.5

20.3

19.5

19.7

17.6

19.1

23.8

26.5

23.7

24

25.6

20.6

12.3

11.9

13.2

12.5

12.4

11.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

全国

１～９人

１０～２９人

３０～９９人

１００～３００人

２４歳以下 ２５～３４歳 ３５～４４歳 ４５～５４歳

５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上
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　　　最も多く、次いで「食料品」が１６．７３人、「その他の製造業」が１６．３９人、

　　　「対事業所サービス業」が１５．２５人の順となっており雇用人数が多く、反対に「職

　　　別工事業」が１．５７人、「総合工事業」が２．６１人とパートタイム労働者の雇用

　　　人数は少ない。

        業種別にパートタイム労働者の雇用割合を見ると、「出版・印刷・同関連」「その

　　　他の製造業」での割合が高く、「出版・印刷・同関連」では８２．４％、「その他の

　　　製造業」では７２．２％の事業所でパートタイム労働者を雇い入れている。

　　　 0% 10%未満 10～20%未満 20～30%未満 30～50%未満 50～70%未満 70%以上 平均人数

全産業 298(50.1) 109(18.3) 67(11.3) 47(7.9) 47(7.9) 23(3.9) 4(0.7) 9.96

１～９人 115(57.5) 0(0.0) 16(8.0) 26(13.0) 24(12.0) 15(7.5) 4(2.0) 13.98

10～29人 100(48.5) 46(22.3) 24(11.7) 13(6.3) 18(8.7) 5(2.4) 0(0.0) 9.35

30～99人 71(46.1) 47(30.5) 21(13.6) 7(4.5) 5(3.2) 3(1.9) 0(0.0) 6.66

100～300人 12(34.3) 16(45.7) 6(17.1) 1(2.9) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 5.05

製造業 140(42.9) 73(22.4) 44(13.5) 32(9.8) 28(8.6) 6(1.8) 3(0.9) 10.37

食料品 19(40.4) 3(6.4) 5(10.6) 8(17.0) 9(19.1) 2(4.3) 1(2.1) 16.73

繊維・同製品 19(35.8) 11(20.8) 10(18.9) 5(9.4) 7(13.2) 1(1.9) 0(0.0) 12.55

木材・木製品 23(62.2) 6(16.2) 5(13.5) 3(8.1) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 4.27

出版・印刷・同関連 3(17.6) 12(70.6) 1(5.9) 1(5.9) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 6.11

窯業・土石 31(48.4) 11(17.2) 8(12.5) 6(9.4) 6(9.4) 0(0.0) 2(3.1) 11.18

化学工業 4(57.1) 0(0.0) 0(0.0) 2(28.6) 0(0.0) 1(14.3) 0(0.0) 14.49

金属・同製品 17(37.8) 16(35.6) 5(11.1) 3(6.7) 4(8.9) 0(0.0) 0(0.0) 8.05

機械器具 19(50.0) 13(34.2) 4(10.5) 1(2.6) 0(0.0) 1(2.6) 0(0.0) 5.04

その他の製造業 5(27.8) 1(5.6) 6(33.3) 3(16.7) 2(11.1) 1(5.6) 0(0.0) 16.39

非製造業 158(58.7) 36(13.4) 23(8.6) 15(5.6) 19(7.1) 17(6.3) 1(0.4) 9.46

運輸業 4(50.0) 2(25.0) 1(12.5) 0(0.0) 1(12.5) 0(0.0) 0(0.0) 7.53

建設業 84(73.0) 17(14.8) 6(5.2) 3(2.6) 1(0.9) 4(3.5) 0(0.0) 4.01

総合工事業 33(70.2) 9(19.1) 3(6.4) 2(4.3) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 2.61

職別工事業 18(81.8) 2(9.1) 2(9.1) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1.57

設備工事業 33(71.7) 6(13.0) 1(2.2) 1(2.2) 1(2.2) 4(8.7) 0(0.0) 6.61

卸売業 41(49.4) 12(14.5) 12(14.5) 8(9.6) 7(8.4) 3(3.6) 0(0.0) 10.41

小売業 13(36.1) 3(8.3) 4(11.1) 2(5.6) 7(19.4) 6(16.7) 1(2.8) 21.89

対事業所ｻｰﾋﾞｽ業 3(50.0) 1(16.7) 0(0.0) 0(0.0) 1(16.7) 1(16.7) 0(0.0) 15.25

対個人ｻｰﾋﾞｽ業 13(61.9) 1(4.8) 0(0.0) 2(9.5) 2(9.5) 3(14.3) 0(0.0) 13.39

２．経営状況について

（１）経営状況

        回答事業所における経営状況

　　　について見ると、「悪い」との

　　　回答が５４．６％と高い割合を

　　　占め、次いで「変わらない」が

　　　３７．３％、「良い」が８．１

経営状況

8.1

9.1

4.4

4.5

13.6

10

5.5

37.3

38.8

29.3

23.6

45.1

48.4

36.8

54.6

52.1

66.2

71.9

41.3

41.6

57.7
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平成12年度

H12全　　国
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平成9年度
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　　　％の順であり、全国とほぼ同様の結果となっている。

        前年と比較すると、「良い」との回答が３．７ポイント、「変わらない」との回答

　　　が８ポイントそれぞれ高く、「悪い」との回答が１１．６ポイント低くなっており、

　　　前年よりは若干ではあるが、回復の兆しが見られる。

（２）主要事業の今後の方針

        主要事業の今後の方針につ

　　　いて見ると、全産業では「現

　　　状維持」の占める割合が最も

　　　高く６７．７％、次いで「強

　　　化拡大」が２２．８％、「縮

　　　小」が９．２％の順となって

　　　いる。

        前年と比較すると「強化拡

　　　大」は３．５ポイント、「縮

　　　小」は０．１ポイント増加し、「現状維持」は２．２ポイント減少している。

        

（３）経営上のあい路（複数回答）

        経営上のあい路に

　　　ついて見ると、全産

　　　業では「販売不振・

　　　受注の減少」との回

　　　答が最も多く６２．

　　　０％、次いで「同業

　　　他社との競争激化」

　　　(53.2%)、「納期・

　　　単価等の取引条件の

　　　厳しさ」(28.1%)、

　　　「製品価格（販売価

　　　格）の引上げ難」(26.2%)、「人材不足（質の不足）」(21.7%)の順となっている。

主要事業の今後の方針

22.8
13.8 20.7

31.4
47.1

19.3

67.7
73.3

69.4
62.1

50

69.9

11.8 9.8 6.5 2.9
9.19.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 H11全産業

強化拡大 現状維持 縮小 その他

経営上のあい路（複数回答）

1 . 9

2 1 . 7

4 . 1

6 . 7

6 2 . 0

1 4 . 5

5 . 9

5 3 . 2

9 . 0

1 5 . 3

2 6 . 2

2 8 . 1

6 . 7

4 . 5

2 . 1

0 . 9

20 . 8

3 . 5

10 . 4

60 . 4

14 . 2

5 . 7

44 . 7

11 . 0

12 . 6

34 . 6

33 . 3

6 . 3

4 . 1

1 . 3

3 . 0

2 2 . 8

4 . 9

2 . 3

6 3 . 9

1 4 . 8

6 . 1

6 3 . 5

6 . 5

1 8 . 6

1 6 . 0

2 1 . 7

7 . 2

4 . 9

3 . 0

0 10 20 30 40 50 60 70

労働力不足（量の不足）

人材不足（質の不足）

人員の過剰

取引先の海外シフトによる影響

販売不振・受注の減少

技術力・販売力の不足

大企業等の進出

同業他社との競争激化

原材料・仕入品の高騰

人件費の増大

製品価格（販売価格）の引上げ難

納期・単価等の取引条件の厳しさ

貸し渋り等の金融難

後継者難

情報化の遅れ

（％）

全産業 製造業 非製造業
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      また、前年と同様「販売不振・受注の減少」が圧倒的に多い。

        業種別に見ると、製造業では「販売不振・受注の減少」が最も多く６０．４％、次

　　　いで「同業他社との競争激化」(44.7%)、「製品価格（販売価格）の引上げ難」(34.6%)

　　　「納期・単価等の取引条件の厳しさ」(33.3%)の順となっており、非製造業では「販売

　　　不振・受注の減少」が最も多く６３．９％、次いで「同業他社との競争激化」(63.5%)、

　　　「人材不足（質の不足）」(22.8%)、「納期・単価等の取引条件の厳しさ」(21.7%)の

　　　順である。

        製造業、非製造業ともに「販売不振・受注の減少」が最も多くほぼ同じ割合を占め

　　　ているが、製造業、非製造業で２番目に多い「同業他社との競争激化」については、

　　　回答の割合は製造業４４．７％、非製造業６３．５％と１８．８ポイントの差がある。

３．従業員の労働時間について

（１）週所定労働時間

        週所定労働時

　　　間について見る

　　　と、「４０時間

　　　以下」の事業所

　　　の割合は、全産

　　　業では６８．７

　　　％、製造業では

　　　７４．９％、非

　　　製造業では６０

　　　．８％で、非製

　　　造業では全国で

　　　の７５．１％を

　　　１５ポイント程

　　　下回っている。

        規模別に見る

　　　と、規模の大き

　　　い事業所ほど「

週所定労働時間

68.7
74.9

60.8

43.5

70.7

91.4
97.2

75.1

9.6

8.7

10.7

13.0

10.8

5.3

8.3

3.6

1.3

7.2

4.3

10.7

13.0

6.9

2.0

4.44.2

8.3

3.03.8
1.9

6.1

8.8

3.5
4.3 3.7 5.0

9.8

3.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全産業 製造業 非製造業 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 全　国

46時間

44時間超46時 間未満

44時間

42時間超44時 間未満

42時間

40時間超42時 間未満

40時間以下

40時間以下 40時間超42時 42時間 42時間超44時 44時間 44時間超46時 46時間

間未満 間未満 間未満

全産業 68.7 9.6 2.6 7.2 3.9 3.8 4.3

製造業 74.9 8.7 2.8 4.3 3.7 1.9 3.7

非製造業 60.8 10.7 2.3 10.7 4.2 6.1 5.0

1～9人 43.5 13.0 3.6 13.0 8.3 8.8 9.8

10～29人 70.7 10.8 2.9 6.9 3.4 2.5 2.9

30～99人 91.4 5.3 1.3 2.0 0.0 0.0 0.0

100～300人 97.2 2.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

全　国 75.1 8.3 2.2 4.4 3.0 3.5 3.5
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　　　４０時間以下」の割合が高く、１００～３００人の事業所では９７．２％とほとんど

　　　が「４０時間以下」であり、１～９人の事業所での「４０時間以下」の割合４３．５％

　　　とは５３．７ポイントの差がある。

（２）労働時間制度の採用状況

　　　　労働時間制度の採用状況について見ると、全産業では「１年単位の変形労働時間制」

　　　を採用している事業所が３０５件と最も多く、次いで「１ヶ月単位の変形労働時間制」

　　　を採用している事業所が６９件、「１週間単位の非定型的変形労働時間制」を採用し

　　　ている事業所が２２件となっており、全国と同様の結果となっている。規模別に見る

　　　と、どの事業所においても「１年単位の変形労働時間制」を採用している事業所が最

　　　も多く、全産業・全国と同様の結果となっている。

　　　

　　　
全産業 １～９人 １０～２９人 ３０～９９人 100～300人 全　　国

１年単位の変形労働時間制

　　　　　　　　　　　　　（件数） 305 49 126 106 24 11323

　　　　　　　　　　　　　（全体） ２８２（92.5%） ４４（89.8%） １１３（89.7%） １０３（97.2%） ２２（91.7%） 10389（91.8%）

　　　　　　　　　　　　　（一部） ２３（7.5%） ５（10.2%） １３（10.3%） ３（2.8%） ２（8.3%） ９３４（8.2%）

1ヶ月単位の変形労働時間制

　　　　　　　　　　　　　（件数） 69 22 33 10 4 3056

　　　　　　　　　　　　　（全体） ５０（72.5%） １５(68.2%） ２３(69.7%） ９（90.0%） ３(75.0%） 2256（73.8%）

　　　　　　　　　　　　　（一部） １９（27.5%） ７(31.8%） １０（30.3%） １（10.0%） １（25.0%） ８００(26.2%）

1週間単位の非定型的変形労働時間制

　　　　　　　　　　　　　（件数） 22 8 7 7 0 824

　　　　　　　　　　　　　（全体） １０（45.5%） ３（37.5%） ４（57.1%） ３（42.9%） 0 ４５４（55.1%）

　　　　　　　　　　　　　（一部） １２（54.5%） ５（62.5%） ３（42.9%） ４（57.1%） 0 ３７０（44.9%）

フレックスタイム制

　　　　　　　　　　　　　（件数） 12 3 3 6 0 452

　　　　　　　　　　　　　（全体） ５（41.7%） １（33.3%） ２（66.7%） ２（33.3%） 0 １１８（26.1%）

　　　　　　　　　　　　　（一部） ７(58.3%） ２(66.7%） １(33.3%） ４（66.7%） 0 ３３４（73.9%）

みなし労働時間制

・裁量労働

　　　　　　　　　　　　　（件数） 10 4 2 3 1 328

　　　　　　　　　　　　　（全体） ７（70.0%） ４（100%） １（50.0%） ２（66.7%） 0 １２４（37.8%）

　　　　　　　　　　　　　（一部） ３（30.0%） 0 １（50.0%） １（33.3%） １（100%） ２０４（62.2%）

･事業場外労働

　　　　　　　　　　　　　（件数） 7 2 1 3 1 301

　　　　　　　　　　　　　（全体） ３（42.9%） ２（100%） 0 0 １（100%） ７８（25.9%）

　　　　　　　　　　　　　（一部） ４（57.1%） 0 １（100%） ３（100%） 0 ２２３（74.1%）
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４．ＯＦＦ－ＪＴについて

（１）ＯＦＦ－ＪＴの派遣先（複数回答）

　　　ＯＦＦ－ＪＴの

　　派遣先について見

　　ると、全産業では

　　「特に派遣してい

　　ない」との回答が

　　最も多く５５．２

　　％、次いで「協同

　　組合等の団体」（

　　１９．５％）、

　　「親会社・取引先

　　等」（１３．２％

　　）、「自社内」

　（１２．０％）の順となっている。規模別に見ると、規模の小さい事業所ほど「特に派

　　遣していない」の割合が高く、１～９人の事業所では７４．８％と７割以上が「特に

　　派遣していない」であり、１００～３００人の事業所での「特に派遣していない」の

　　割合２１．９％と５２．９ポイントの差がある。

（２）ＯＦＦ－ＪＴ対象者所属部門（複数回答）

　　　　ＯＦＦ－ＪＴ対象

　　　者所属部門について

　　　、全産業では「技術

・ 開発」の回答が最

も多く５１．４％

で半分以上を占めて

いる。次いで「製造

・ 加工」が３８．２

％、「営業」が３０

．９％、「総務・経

ＯＦＦ－ＪＴ派遣先（複数回答）

6.1

5.5

19.5

2.5

13.2

12

6.5

55.2

12.6

5

2.5

5

74.8

4.2

2.1

19.5

1.6

13.2

8.9

3.7

58.9

8.4

12.6

23.8

4.9

18.9

20.3

9.8

35.7

28.1

15.6

34.4

9.4

28.1

40.6

15.6

21.9

7.5

6.8

17.6

2.7

13

12.2

5.3

56.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

公共職業訓練機関

通信教育機関・各種学校

協同組合等の団体

中小企業大学校

親会社・取引先等

自社内

その他

特に派遣していない

全産業 １～９人 １０～２９人 ３０～９９人 １００～３００人 全　　国

ＯＦＦ－ＪＴ対象者所属部門（複数回答）

20.9

4.1

18.5

27.7

36.0

25.1

30.9

14.3

27.2

39.4

44.0

33.1

38.2

22.4

19.8

50.0

84.0

39.0

14.3

16.0

12.8

8.0

13.2

51.4

51.0

54.3

44.7

68.0

46.5

6.8

10.2

9.9

4.3

9.1

13.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

全産業

１～９人

１０～２９人

３０～９９人

１００～３００人

全　国

総務・経理 営業 製造・加工 販売 技術・開発 その他
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理」が２０．９％の順となっており、全国と同様の結果になっている。規模別に見る

と、規模の大きい事業所ほど「営業」の割合が高く、１００～３００人の事業所では

４４．０％であり、１～９人の事業所での１４．３％と２９．７ポイントの差がある。

（３）ＯＦＦ－ＪＴを実施しない理由

　　　　ＯＦＦ－ＪＴを実施

　　　しない理由について、

　　　全産業では「対象者が

　　　いない」が２７．６％

　　　と最も多くの回答を得

　　　ており、次いで「代替

　　　要員がいない」が２

　　　３．６％、「時間的

　　　余裕がない」が２０．

　　　５％、「費用がかかる

　　　」が１１％の順となっている。規模別に見ると、事業規模が小さいほど「対象者が　

　　　いない」の割合が高く、１～９人の事業所では３６．０％であり、１００～３００人

　　　の事業所での１４．３％と２１．７ポイントの差がある。

（４）今後ＯＦＦ－ＪＴを実施する予定

　　　　今後ＯＦＦ－ＪＴを

　　　実施する予定について

　　　、全産業では「実施し

　　　ていきたい」が５５．

　　　１％で、「実施するつ

　　　もりはない」を１０．

　　　２ポイント上回ってお

　　　り全国と同様の結果と

　　　なっている。規模別に

　　　見ると、事業規模の小

ＯＦＦ－ＪＴを実施しない理由

11

11

10.9

13

10.3

20.5

13

26.7

21.7

28.6

23.2

23.6

23

22.8

26.1

28.6

23.1

9.4

6

8.9

17.4

14.3

10.2

27.6

36

25.7

15.2

14.3

24.2

7.9

11

5

6.5

14.3

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

１～９人

１０～２９人

３０～９９人

１００～３００人

全　国

費用がかかる 時間的余裕がない 代替要員がいない

ＯＪＴで十分 対象者がいない その他

今後ＯＦＦ－ＪＴを実施する予定

55.1

34.4

56.9

72.4

80

53.3

44.9

65.6

43.1

27.6

20

46.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

1～９人

１０～２９人

３０～９９人

１００～３００人

全　国

実施していきたい 実施するつもりはない
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　　　さい事業所ほど「実施するつもりはない」の割合が高く、１～９人の事業所では６５．

　　　６％であり、１００～３００人の事業所での２０．０％と４５．６ポイントの差があ

　　　る。

５．派遣労働者について

（１） 現在受け入れている派遣労働者数

　　　　現在受け入れている派遣労働者数について、全産業では「２人」との回答が最も多

　　　く２２．６％、次いで「１人」が２０．８％、「５人」が１８．９％の順である。業

　　　種別に見ると、非製造業の「１人」の割合が５０．０％と半分を占めている。また、

　　　製造業では「１６～２０人」の割合が２．３％あるのに対し、非製造業では６人以上

　　　受け入れている事業所がない。平均人数を見ると、全産業では４．２人で全国の４．

　　　７人より少ない。

（２） 派遣労働者を受け入れた理由（複数回答）

　　　　派遣労働者を受け入れた

　　　理由について、全産業では

　　　「業務の繁閑への対応」が

　　　４６．１％と最も多く、次

　　　いで「人件費の削減」が２

　　　４．７％、「代替要員の確

　　　保」が２３．６％の順とな

　　　っている。

　　　　業種別に見ると、製造業

　　　では「業務の繁閑への対応」が５４．５％と最も多いのに対し、非製造業では「人件

　　　費の削減」が３４．８％で最も多い。

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 6～10人 11～15人 16～20人 21～30人 31人以上 平均

全産業 20.8 22.6 11.3 9.4 18.9 11.3 3.8 1.9 0 0 4.2人

製造業 14.0 20.9 11.6 11.6 20.9 14.0 4.7 2.3 0 0 4.7人

非製造業 50.0 30.0 10.0 0 10.0 0 0 0 0 0 1.9人

全　国 35.9 20.2 9.8 6.4 6.4 11.4 4.3 2.1 1.7 1.9 4.7人

派遣労働者を受け入れた理由（複数回答）

19.1

18.2

21.7

27

46.1

54.5

21.7

42.1

24.7

21.2

34.8

22.7

23.6

21.2

30.4

26.8

12.4

12.1

13

6.5

0 10 20 30 40 50 60

全産業

製造業

非製造業

全　国

専門業務を行う人材の不足 業務の繁閑への対応 人件費の削減

代替要員の確保 その他
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（３）今後の派遣労働者受入予定

　　　　今後の派遣労働者受入予定

　　　について、製造業、非製造業

　　　ともに「今後の受入予定なし

　　　」との回答が８割を上回って

　　　おり、また、非製造業（９２

　　　．６％）の方が製造業（８４

　　　．０％）より８．６ポイント

　　　高くなっている。全国平均（

　　　８８．９％）との比較では、

　　　製造業では４．９ポイント低く、非製造業では３．７ポイント高くなっている。

６．定年・雇用延長について

（１） 定年制の有無

　　　　定年制の有無について見ると、

　　　製造業、非製造業ともに「一律に

　　　定めている」との回答が６割を上

　　　回っており、また、製造業（７５

　　　．６％）の方が非製造業（６２．

　　　８％）より１２．８ポイント高く

　　　なっている。「定年制を一律に定

　　　めている」との回答において、全国平均（７６．４％）との比較では、製造業０．８

　　　ポイント、非製造業１３．６ポイント低くなっている。

（２） 定年年齢

　　　　定年年齢

　　　について見

　　　ると、製造

　　　業、非製造

　　　業ともに「

今 後 の 派 遣 労 働 者 受 入 予 定

2.3

2.2

2.5

3.3

1.7

1.9

1.5

87 .7

84

92.6

88.9
6.3

3.4

11 .9

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

全　国

増やす 現状維持 減らす 受入予定なし

定年制の有無

69.8

75.6

62.8

29.5

82.8

98

97.1

76.4

2.8

1.9

3.8

2.6

2

2.9

2.4

27.4

22.4

33.3

67.9

13.6

21.2

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

１～９人

１０～２９人

３０～９９人

１００～３００人

全　国

一律に定めている 職種別に定めている 定めていない

定 　 年 　年 　齢

8 6 . 5

8 7 . 5

8 5 . 1

8 5 . 4

8 5 . 7

8 6 . 7

9 0 . 9

8 9 . 9

2 . 7

2 . 6

2 . 8

6 . 1

1 . 6

1 0 . 6

1 2 . 3

1 2 . 5

3

2 . 6

2 . 6
9 . 4

8 . 3

1 1 . 7

1 0 . 5

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

１～ ９人

１０～ ２９人

３０～ ９９人

１００～ ３００人

全 　国

６０歳 ６１歳 以 上 ６４歳 以 下 ６５歳 6 6 歳 以 上
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　　　６０歳」を定年に定めている事業所がほとんどで、８割以上の事業所が「６０歳」を

　　　定年に定めている。規模別に見ると、規模の大きい事業所ほど「６０歳を定年に定め

　　　ている」との回答の割合が高くなっており、１００～３００人の事業所では９０．９％

　　　と９割を上回っている。「６０歳を定年に定めている」との回答において、全国平均

　　　（８９．９％）との比較では、製造業では２．４ポイント、非製造業では４．８ポイ

　　　ント低い。

（３）勤務延長制度の有無

　　　　勤務延長制度の有無について

　　　見ると、全産業では「設けない

　　　」との回答が最も多く４８．８

　　　％、次いで「制度がある」（３

　　　８．８％）、「設ける予定があ

　　　る」（１２．５％）の順である。

　　　　　規模別に見ると、３０～９

　　　９人の事業所が「制度がある」

　　　の割合が最も高く５７．７％、次いで１００～３００人の事業所（４３．８％）、　

　　　１０～２９人の事業所（４３．５％）の順である。

　　　　「制度がある」との回答において、全国平均（３４．３％）との比較では、製造業

　　　は９．８ポイント高く、非製造業は２．４ポイント低い。

（４）再雇用制度の有無

　　　　再雇用制度の有無について

　　　見ると、全産業では「制度が

　　　ある」との回答が最も多く５

　　　５．７％、次いで「設けない

　　　」（２８．３％）、「設ける

　　　予定がある」（１５．９％）

　　　の順である。

　　　　規模別に見ると、規模の大

勤務延長制度の有無

38.8

44.1

31.9

19.8

43.5

57.7

43.8

34.3

12.5

8.9

17

18

14.8

3.8

11.8

48.8

46.9

51.1

62.2

41.7

38.5

56.3

53.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

１～９人

１０～２９人

３０～９９人

１００～３００人

全　国

制度がある 設ける予定がある 設けない

再雇用制度の有無

55.7

56.3

55.1

19.1

61.6

74.4

75.8

47.8

15.9

15.4

16.6

26.4

19.2

6

6.1

14.2

28.3

28.3

28.3

54.5

19.2

19.5

18.2

38

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

１～９人

１０～２９人

３０～９９人

１００～３００人

全　国

制度がある 設ける予定がある 設けない
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　　　きい事業所ほど「制度がある」との回答の割合が高く、１００～３００人の事業所で

　　　は７５．８％の割合がある。

　　　　「制度がある」との回答において、全国平均（４７．８％）との比較では、製造業

　　　は８．５ポイント、非製造業は７．３ポイント高い。

（５）勤務延長制度の最高雇用年齢

　　　　勤務延長制度の最高雇用年齢について見ると、全産業において「６５歳」との回答

　　　が最も多く５８．９％と約６割を占めている。規模別に見ると、全ての事業所におい

　　　て「６５歳」との回答の割合が高く、１００～３００人の事業所では１００％である。

　　　全国平均でも「６５歳」との回答の割合が最も多く６５％である。　

　　　　

（６）再雇用制度の最高雇用年齢

　　　　再雇用制度の最高雇用年齢について見ると、全産業において「６５歳」との回答が

　　　最も多く７０．７％と７割を占めている。規模別に見ると、全ての事業所において「６

　　　５歳」との回答の割合が高く、１～９人の事業所以外は７割を超えている。全国平均

　　　でも「６５歳」との回答の割合が最も多く６８．７％である。

（７）勤務延長制度適用者の範囲

　　　　勤務延長制度適用者の範囲について見ると、全産業では「会社が特に必要と認めた

　　　者に限る」との回答が最も多く４５％、次いで「原則として希望者全員」が４０．８％、

６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳 ７０歳以上 平　均

全産業 3.2 2.1 3.2 3.2 58.9 1.1 1.1 6.3 1.1 20.0 66.2

１～９人 0 0 0 5.6 50.0 0 0 16.7 0 27.8 67.1

１０～２９人 2.5 0 2.5 2.5 65.0 2.5 2.5 2.5 0 20.0 66.3

３０～９９人 5.9 5.9 5.9 2.9 52.9 0 0 5.9 2.9 17.6 65.7

１００～３００人 0 0 0 0 100 0 0 0 0 0 65.0

全　国 0.9 2.5 4.0 1.8 65.0 1.0 1.8 2.9 0.8 19.2 66.1

６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳 ７０歳以上 平　均

全産業 1 1.6 3.7 2.1 70.7 1 1.6 3.7 0 14.7 65.8

１～９人 0 0 7.1 14.3 35.7 7.1 0 14.3 0 21.4 66.3

１０～２９人 2.6 1.3 1.3 0 70.1 1.3 2.6 2.6 0 18.2 65.9

３０～９９人 0 2.4 4.8 2.4 76.2 0 1.2 1.2 0 11.9 65.5

１００～３００人 0 0 6.3 0 75 0 0 12.5 0 6.3 65.9

全　国 1.2 3.1 4.7 1.6 68.7 0.9 1.9 2.1 0.6 15.2 65.8
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　　　「会社が定めた基準に適合する

　　　者全員」が１１．７％の順であ

　　　る。

　　　　「原則として希望者全員」と

　　　の回答において業種別に見ると

　　　、製造業は４１．６％、非製造

　　　業は３９．５％で、製造業の方

　　　が２．１ポイント高い。また、

　　　全国平均（３５％）との比較で

　　　は、製造業は６．６ポイント、非製造業は４．５ポイント高い。

（８）再雇用制度適用者の範囲

　　　　再雇用制度適用者の範囲に

　　　ついて見ると、全産業では

　　　「会社が特に必要と認めた

　　　者に限る」との回答の割合

　　　が最も多く４８．９％、次

　　　いで「原則として希望者全

　　　員」が３５．７％、「会社

　　　が定めた基準に適合する者

　　　全員」が１４．１％の順で

　　　ある。「原則として希望者全員」との回答において業種別に見ると、製造業は３６％、

　　　非製造業は３５．３％で製造業の方が０．７ポイント高い。また、全国平均（２７．

　　　７％）との比較では、製造業は８．３ポイント、非製造業は７．６ポイント高い。

（９）勤務延長者の労働条件

　　　　勤務延長者の労働条件について見ると、全産業において、「定期昇給」「ベースア

　　　ップ」「賞与」については、「実施しない」・「少なくなる」が大部分を占め、また、

　　　基本給については、「一律に下がる」（４５．８％）「変わらない」（２３．４％）

　　　「個人による」（３０．８％）になったのに対し、仕事の内容は６１．５％が変わら

勤務延長制度適用者の範囲

40.8

41.6

39.5

36.4

43.5

42.2

28.6

35

11.7

10.4

14

9.1

6.5

20

11.5

45

45.5

44.2

54.5

45.7

37.8

57.1

52.6

2.5

2.6

2.3

4.3

14.3

0.9
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１００～３００人

全　国

原則として希望者全員 会社が定めた基準に適合する者全員

会社が特に必要と認めた者に限る その他

再雇用制度適用者の範囲
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36
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14.1

12

16.7

21.1

12.5
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12
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48.9

50.4
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48

59

1.3

1.6

1

5.3

1.1

4

1
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３０～９９人

１００～３００人

全　国

原則として希望者全員 会社が定めた基準に適合する者全員

会社が特に必要と認めた者に限る その他
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　　　ないと回答し、週所定労働日数も変わらないとの回答が８０．２％で大部分を占めて

　　　いる。

（１０）再雇用者の労働条件

　　　　　再雇用者の労働条件について見ると、全産業において、「定期昇給」「ベースア

　　　ップ」「賞与」については、「実施しない」・「少なくなる」が大部分を占め、また、

　　　基本給については、「一律に下がる」（６６．５％）「変わらない」（６．０％）　

　　　「個人による」（２７．５％）になったのに対し、仕事の内容は４９．０％が変わら

　　　ないと回答し、週所定労働日数も変わらないとの回答が７６．７％で大部分を占めて

　　　いる。

定期昇給 ベースアップ 賞　　　与

少なくなる 変わらない 実施しない 少なくなる 変わらない 実施しない 少なくなる 変わらない 支給しない

全産業 21.2 5.3 73.5 20.8 5.7 73.6 67 21.1 11.9

１～９人 18.2 4.5 77.3 22.2 5.6 72.2 71.4 9.5 19

１０～２９人 25 6.8 68.2 25 9.1 65.9 65.1 25.6 9.3

３０～９９人 17.5 5 77.5 13.2 2.6 84.2 65.8 21.1 13.2

１００～３００人 28.6 0 71.4 33.3 0 66.7 71.4 28.6 0

全　国 23.4 17.8 58.7 20.7 16.1 63.2 57.9 27.6 14.5

基本給 　仕事の内容 週所定労働日数

一律に下がる 変わらない 個人による 変わる 変わらない 個人による 少なくなる 変わらない

全産業 45.8 23.4 30.8 0 61.5 38.5 19.8 80.2

１～９人 57.1 14.3 28.6 0 64.7 35.3 35.3 64.7

１０～２９人 32.5 35 32.5 0 64.9 35.1 21.6 78.4

３０～９９人 53.8 17.9 28.2 0 56.7 43.3 13.3 86.7

１００～３００人 42.9 14.3 42.9 0 57.1 42.9 0 100

全　国 35.3 33.2 31.5 4.3 66.1 29.6 13.8 86.2

定期昇給 ベースアップ 賞　　　与

少なくなる 変わらない 実施しない 少なくなる 変わらない 実施しない 少なくなる 変わらない 支給しない

全産業 22.7 1.8 75.6 18.1 1.9 80.1 69.4 11 19.6

１～９人 10.5 0 89.5 5.6 0 94.4 47.1 17.6 35.3

１０～２９人 25.6 3.5 70.9 19.5 3.7 76.8 59.5 13.1 27.4

３０～９９人 24.2 1.1 74.7 21.3 1.1 77.7 81.9 6.4 11.7

１００～３００人 16 0 84 9.1 0 90.9 70.8 16.7 12.5

全　国 25 7 68 22.2 7 70.8 67.4 12 20.6

基本給 仕事の内容 週所定労働日数

一律に下がる 変わらない 個人による 変わる 変わらない 個人による 少なくなる 変わらない

全産業 66.5 6 27.5 12.9 49 38.1 23.3 76.7

１～９人 55.6 5.6 38.9 14.3 42.9 42.9 61.5 38.5

１０～２９人 72.9 4.7 22.4 11.7 48.1 40.3 32.9 67.1

３０～９９人 63.3 6.7 30 13.4 53.7 32.9 12.2 87.8

１００～３００人 64 8 28 14.3 38.1 47.6 9.5 90.5

全　国 58 11.6 30.4 8.4 54.5 37.1 19.7 80.3
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７．労働関係助成金制度の活用について

（１） 労働関係助成金制度の有無

　　　　労働関係助成金制度の有無に

　　　ついて業種別に見ると、製造

　　　業、非製造業ともに「ない」と

　　　の回答が「ある」との回答を上

　　　回っており、製造業では６６．

　　　６％、非製造業では７７．６％

　　　の事業所でこの１年以内に労働

　　　関係助成金制度の利用をしていない。「ある」との回答において、全国平均（２６％）

　　　との比較では、製造業は７．４ポイント高く、非製造業は３．６ポイント低い。

（２）利用した助成金制度の分野（複数回答）

　　　　利用した助成金制度の分野に

　　　ついて見ると、全産業では「雇

　　　用関係」が６３．９％で最も多

　　　く、次いで「人材育成・能力開

　　　発関係」が４１．１％の順でこ

　　　の２項目で大部分を占めている。

　　　全国平均でも「雇用関係」「人

　　　材育成・能力開発関係」で大部

　　　分を占め、同様の結果となって

　　　いる。業種別に見ると、製造業、非製造業ともに「雇用関係」が最も多く、製造業は

　　　６８．３％、非製造業は５６．１％である。

（３） 助成金を利用する際のあい路（複数回答）

　　　　助成金を利用する際のあい路について見ると、全産業では、「手続きが煩雑」との

　　　回答が最も多く４５．１％、次いで「特になし」が３０．３％、「書類等の作成が困

　　　難」が２６．８％、「申請から受給までに時間がかかる」が２３．２％の順となって

　　　いる。業種別に見ると、製造業、非製造業ともに「手続きが煩雑」との回答が最も多

１年以内の労働関係助成金制度利用の有無

28.4

33.4
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26.0

71.6

66.6

77.6

74.0
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　　　く、製造業は４５．６％、非製造業は４４．２％で、製造業の方が１．４ポイント高

　　　い。

８．新規学卒者の採用について

（１）新規学卒者（平成１２年３月卒）の初任給（加重平均）

        新規学卒者の初任給について

　　　、全国平均との比較では、短大

　　　卒事務系以外は県内事業所のほ

　　　うが全国平均を上回っている。

　　　全国平均と県内とのそれぞれの

　　　差は、高校卒技術系が５，９９

　　　４円、高校卒事務系が５，３２８円、専門学校卒技術系が６，５３３円、専門学校卒

　　　事務系が３９円、短大卒技術系が１０，９６３円、短大卒事務系が１，６０１円、　

　　　大学卒技術系が７，５３９円、大学卒事務系が３，２７９円である。

（２）新規学卒者（平成１２年３月卒）の充足状況

        新規学卒者の充足率について見ると、全体では全てにおいて全国平均を上回ってい

　　　る。

        技術系、事務系別に見ると、技術系では専門学校卒、短大卒、大学卒で全国平均を

　　　上回り、特に専門学校卒の充足率は１００％である。

　　　　事務系では、高校卒、専門学校卒、短大卒が全国平均を上回り、特に高校卒、専門

助成金を利用する際のあい路（複数回答）

13.4
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15.6

45.6
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17.8

4.4

32.2

17.3

9.6

44.2
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29.3
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45.1
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制度を知る機会がない

申請窓口が分散していて分かりづらい

手続きが煩雑

書類等の作成が困難

申請から受給までに時間がかかる

その他

特になし

全産業 製造業 非製造業 全国

岐 阜 県 全国平均

高校卒技術系 161,255 155,261

高校卒事務系 154,478 149,150

専門学校卒技術系 172,506 165,973

専門学校卒事務系 162,000 161,961

短大卒技術系 177,442 166,479

短大卒事務系 159,306 160,907

大学卒技術系 197,714 190,175

大学卒事務系 190,238 186,959
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　　　学校卒、短大卒での充足率は１００％である。

（３）平成１３年３月新規学卒者採用計画

        平成１３年３月新規学卒者採用

　　　計画について見ると、全産業では

　　　「ない」との回答が最も多く５４

　　　．０％と半数以上を占め、次いで

　　　「ある」との回答が２６．８％と

　　　なっている。

        全国との比較では、全国より全

　　　産業のほうが「ある」の回答の割

　　　合が９．１ポイント高く、「な

　　　い」の回答の割合が５．８ポイン

　　　ト低い。

        前年は「ある」の回答が２６．

　　　６％、「ない」の回答が５７．

　　　６％で、今年と比較すると今年

　　　のほうが「ある」の回答で０．２

　　　ポイント高く、「ない」の回答で

　　　３．６ポイント低くなっている。

        規模別に見ると、規模の大きい

　　　事業所ほど「ある」の回答の割合

　　　が高く、規模の小さい事業所ほど

　　　「ない」の回答の割合が高い。

        「ある」との回答の内訳を見ると、規模の小さい事業所ほど高校卒、専門学校卒の

全　　体 　技術系 事務系

岐阜県 全　国 岐阜県 全　国 岐阜県 全　国

高校卒 98.1 97.6 97.2 97.5 100.0 97.8

専門学校卒 100.0 94.7 100.0 94.3 100.0 96.1

短大卒 97.4 93.6 93.8 90.9 100.0 96.3

大学卒 96.8 95.4 97.7 94.4 95.7 96.7

平成13年3月新規学卒者採用計画
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　　　者の採用を計画しており、規模の大きい事業所ほど大学卒、短大卒（高専を含む）の

　　　者の採用を計画していることがわかる。

９．賃金の改定について

（１）賃金改定実施状況

        賃金改定実施状況について、平成

　　　１２年７月１日現在「実施した」事

　　　業所は４０．３％と前年より７．１

　　　ポイント増加している。反対に「今

　　　年は実施しない」事業所は３９．８

　　　％と前年より４．９ポイント減少し

　　　ている。

        全国平均と比較すると、岐阜県

　　　（平成１２年）のほうが「実施し

　　　た」の回答の割合で０．６ポイン

　　　ト下回っているが、「今年は実施

　　　しない」の回答の割合では０．６

　　　ポイント上回っている。

        規模別に見ると、３０～９９人

　　　と１００～３００人の事業所に関

　　　しては、「実施した」との回答の

　　　割合は６４．９％と７０．６％で半数を超えている。

（２）昇給率、昇給額

        昇給率について見ると、全産業

　　　では１．７０％と前年の１．６５

　　　％を０．０５ポイント上回ってい

　　　る。昇給額について見るとほとんど

　　　の項目で増加している。昇給率、昇

　　　給額を全国と比較すると、昇給率は同じで、昇給額で全産業の方が２８円高い。

賃金改定実施状況
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賃金改定実施状況（規模別）
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昇給率(%) 昇給額 H11昇給率(%) H11昇給額

全産業 1.70 4524円 1.65 4347円

製造業 1.60 4336円 1.65 4188円

非製造業 1.80 5001円 1.65 4703円

1～9人 2.70 7287円 2.02 5635円

10～29人 2.00 5715円 1.79 4851円

30～99人 1.60 4345円 1.68 4456円

100～300人 1.70 4355円 1.57 4068円

全　　国 1.70 4496円 1.72 4443円


